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首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題
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首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

外国人へ

避難

医療

想定外

想定内

45－要援護者 6班(～100時間) 2008/7/29

1092

迅速な行動が困難な人が
いる

1093

自分で動けない人がいる

1094

定期的な治療が必要な人
がいる

1095

日常通院している病院が
被災する

1096

自宅介護者、重度の障害
者の位置が共有されない

1097

集合住宅ないで大量の要
援護者（高齢者）が発生す
る

1098

ケアマネやヘルパーが被
災する

1099

支援者（ケアマネ・ヘル
パー）が不足する

1100

避難が遅れる

1101

身体に危険が生じる

1102

医療サービスが低下する

1103

適切な医療を受けることが
できない

1104

病状が悪化する

1105

命を落とす
1106

介護サービス体制が崩壊
する

1107

各種サービスが停止する

1118

地震によって要援護
者になる人が発生す
る

1119

眼鏡・補助器などでな
くして壊してしまう

1120

震災による病気やけ
がで助けが必要にな
る

1121

観光客は土地勘がな
いので避難場所が分
からない

1122

外国人は日本語によ
る情報を理解できない

1123

適切な避難ができな
い

1124

避難生活が困難にな
る

1536

災害時要援護者の安否確
認が困難である

1537

災害時要援護者の対応に
必要な専門家が不足する

1538

福祉サービスが受けられ
なくなる

1532

介護サービスが不足する

第３回「都心」WS成果１
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1000時間

45－右:要援護者 6班(100～1000時間）
2008/7/29

1108

受け入れ施設がなくなる

1109

]適切な支援を受けること
ができない

1110

要援護者との共同避難生
活に理解が得られない

1111

要援護者に対する理解が
少ない

1112

生活環境が大きく変化する
ことで、ストレス病気になる

1114

震災関連死が発生する

1115

罹災証明の申請手続きが
遅れる

1116

適切な支援金・義捐金を受
け取ることができない

1117

生活再建が遅くなる

1532

介護サービスが不足する

1534

高齢者は被災地外に出す
しかない

1113

被災地外へ転居せざるを
えなくなる

第３回「都心」WS成果２
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なぜならば

なぜならば

地域 当事者 制度

1851

近所で人に死なれると寝
覚めが悪い

1852

コンパッション（人類愛）とし
て，人に死なれたくない（社
会的弱者）

1853

災害になると行政は人
手が足りない

1854

国がヤイノヤイノ言っ
てるから

1855

メディア，政治家などか
ら批判されることはさけ
たい

1856

地道に自主防民生員など
を中心として地域の力をつ
けていく

1857

当事者の自己決定を尊重
する（個人と地域）

1858

いざという時にどうなるか，
要援護者自身にイメージし
てもらったらどうだろう

1859

個人化・匿名性尊重した社会で
幸福・健康な生活を保障するシ
ステムを創る

1860

具体例：金はかかるが，徹底し
た警備システム

1861

災害時要援護者はあらかじめま
とまって，安全な場所に移住して
もらう

1862

集住の誘導 ケアハウスをバン
バン安全な場所に建設する，そ
の他：コレクティブ住宅グループ
ホーム

1863

わずらわしい人間関係に
巻き込まれたくない

1864

要援護者の存在を教えてくれる
人がいない

1865

要援護者の存在を知らな
い

1866

自分が支援できること求め
られていることを知らない

1867

地域以外に自分の立ち位
置がある

1868

（相手の行動）他人のプラ
イバシーに関わりたくない

1869

要援護者がいることを知ら
ない

1870

（他人）近所の人に関心が
ない

1871

近隣間のつながりが「希
薄」

1872

他人に弱みを握られたくな
い

1873

必要な助けを得られないことが
わかっているから

1874

専門の事業者がケアしてくれて
いる

1875

助けてくれる人がどんな人がわ
からないから

1876

（自分の意図・行動）自分のプラ
イバシーを他人に知られたくな
い

1877

近所に迷惑をかけたくない

1878

自分のプライバシーを守り
たい

1879

どんな助けを得られるかわから
ないから

1880

個人情報は守れなければ
ならない

1881

個人情報保護制度

1882

自宅介護者，重度の障害者の
位置が行政，地域，事業者で共
有されていない

1850

幸福で健康的な生活を地
域で送りたい

1849

専門家特定の人（家族・友
人）に助けてもらいたい

1848

都市の匿名性を尊重した
い（知られたくない，知りた
くない）

1846

個別避難支援プランを作り
たい

1847

ご近所に（在宅・避難所）で
助けてもらいたい

61－右：要援護者 2009/1/7

第４回「山の手」WS成果
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なぜならば

なぜならば

地域 当事者 制度

1851

近所で人に死なれると寝
覚めが悪い

1852

コンパッション（人類愛）とし
て，人に死なれたくない（社
会的弱者）

1853

災害になると行政は人
手が足りない

1854

国がヤイノヤイノ言っ
てるから行政は地域に
働きかけをする

1855

行政は、メディア，政治
家などから批判される
ことはさけたい

1858

いざという時にどうなるか，
要援護者自身にイメージし
てもらったらどうだろう

1859

個人化・匿名性尊重した社会で
幸福・健康な生活を保障するシ
ステムを創る

1860

具体例：金はかかるが，徹底し
た警備システム

1861

災害時要援護者はあらかじめま
とまって，安全な場所に移住して
もらう

1862

集住の誘導 ケアハウスをバン
バン安全な場所に建設する，そ
の他：コレクティブ住宅グループ
ホーム

1863

わずらわしい人間関係に
巻き込まれたくない

1864

要援護者の存在を教えてくれる
人がいない

1865

要援護者の存在を知らな
い

1866

自分が支援できること求め
られていることを知らない

1867

地域以外に自分の立ち位
置がある

1868

（相手の行動）他人のプラ
イバシーに関わりたくない

1869

要援護者がいることを知ら
ない

1870

（他人）近所の人に関心が
ない

1871

近隣間のつながりが「希
薄」

1872

他人に弱みを握られたくな
い

1873

必要な助けを得られないことが
わかっているから

1874

専門の事業者がケアしてくれて
いる

1875

助けてくれる人がどんな人がわ
からないから

1876

（自分の意図・行動）自分のプラ
イバシーを他人に知られたくな
い

1877

近所に迷惑をかけたくない

1878

自分のプライバシーを守り
たい

1879

どんな助けを得られるかわから
ないから

1880

個人情報は守れなければ
ならない

1881

個人情報保護制度

1882

自宅介護者，重度の障害者の
位置が行政，地域，事業者で共
有されていない

1850（A:共通目標）
たとえ災害時でも、幸
福で健康的な生活を地
域で送りたい 1849（B:安心を確保）

たとえ災害時でも、安
心して頼れる専門家や
特定の人（家族・友人）
が助けなければならな
い

1848 （D:変えない）

都市の匿名性を尊重す
るためには、自分の弱
みを赤の他人に知られ
ないこと、他人事に関
わらないことが、前提と
なる

1846（D’:変える）

災害時に要援護者を支
援するためには、個別
避難支援プランを予め
作っておくことが前提と
なる

1847（C:チャレンジ）
災害直後から数日は
公助は働かないので、
共助や互助で乗り切ら
なければならない

61－要援護者 2009/12/19

ファシリテーターWS成果
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1850

幸福で健康的な生活を
地域で送りたい

1849

専門家特定の人（家族・友
人）に助けてもらいたい

1848

都市の匿名性を尊重したい（知
られたくない，知りたくない）

1846

個別避難支援プランを作りたい

1847

ご近所に（在宅・避難所）で
助けてもらいたい

災害時要援護者
首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

対立解消図（オリジナル）の構造
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト
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1850（A:共通目標）
たとえ災害時でも、幸
福で健康的な生活を地
域で送りたい

1849（B:住民側の要望）
たとえ災害時でも、安心して
頼れる専門家や特定の人
（家族・友人）が助けなけれ
ばならない

1848 （D:住民側の行動）
＜変えない＞

都市の匿名性を尊重するため
には、自分の弱みを赤の他人に
知られないこと、他人事に関わ
らないことが、前提となる

1846（D’:行政側の行動）
＜変える＞

災害時に要援護者を支援する
ためには、個別避難支援プラン
を予め作っておくことが前提と
なる

1847（C:行政側の要望）
災害直後から数日は公助
は働かないので、共助や
互助で乗り切らなければな
らない

災害時要援護者
首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

対立解消図（文言修正後）の構造
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1850（A:共通目標）
たとえ災害時でも、幸
福で健康的な生活を地
域で送りたい

1849（B:住民側の要望）
たとえ災害時でも、安心して
頼れる専門家や特定の人
（家族・友人）が助けなけれ
ばならない

1848 （D:住民側の行動）
＜変えない＞

都市の匿名性を尊重するため
には、自分の弱みを赤の他人に
知られないこと、他人事に関わ
らないことが、前提となる

1846（D’:行政側の行動）
＜変える＞

災害時に要援護者を支援する
ためには、個別避難支援プラン
を予め作っておくことが前提と
なる

1847（C:行政側の要望）
災害直後から数日は公助
は働かないので、共助や
互助で乗り切らなければな
らない

災害時要援護者
首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

対立解消の方向性

①相手の要望尊重法

②自分の要望尊重法

③時と場合によって法

④妙案ひらめき法
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首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

「相手の要望尊重法」による対立解消

仮定
「自分の情報が知らない間に地域住民の間に広まるのでは？」というリスクがあるから。

相手（住民）の要望・行動
たとえ災害時でも、安心して頼れる専門家や特定の人（家族・友人）が助けなけ
ればならない。都市の匿名性を尊重するためには、自分の弱みを赤の他人に知
られないこと、他人事に関わらないことが、前提となるのだから。

解決策
•もしもの時にも匿名のままであれば、むしろ安全が確保できないことを示す。

•個人情報が勝手に流れ出るリスクがなく、いざという時の支援者が確保できることを
示すなら人は抵抗しない。

どうやって行うか
•個人情報を近隣支援者に知っておいてもらわないと災害時にはむしろリスクがさらに
大きくなることを示す。

•自分のことを近隣の人に知っておいてもらうことで、災害時だけでなく、長期的に見る
と、日常的な危機事態でもメリットが高いことを示す。

メリット
行政・住民の双方が問題の構造を理解する。情報の共有に対する抵抗勢力が
態度を変容することにより支援者の側に立ってもらえる。
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首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

「自分の要望尊重法」による対立解消

仮定
「抜け・もれ・落ち」なく、要援護者の支援を行うためには、事前に支援者・被支援者の
関係づくりをおこなっておく必要があるから。

行政側の要望・行動
災害直後から数日は公助は働かないので、共助や互助で乗り切らなければなら
ない。このため、災害時に要援護者を支援するためには、個別避難支援プラン
を予め作っておくことが前提となる。

解決策
個別避難支援プランをつくっておかなくても、要援護者への支援が住民により実行さ
れる方法を考える。

どうやって行うか
ふだんからの地域福祉活動の盛んなところでは、住民のコミュニティ意識が高く、災害
時にも、要援護者の支援が自然に行われていた。また、セキュリティ産業（ホームセ
キュリティやゲーティッド・コミュニティによる防犯対策）活用の可能性も検討する。

メリット
ふだんの地域福祉活動を継続するだけなので抵抗が少ない。
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災害時要援護者 2010.02.26

首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

「時と場合によって法」による対立解消

仮定
個別避難支援プランづくりが必要な場合とそうでない場合を明確にする。

住民と行政の行動対立
住民は匿名性を重視する。一方行政は近隣者が個人情報を事前に把握してお
いてもらいたいと願っている。

解決策
個別避難支援プランをつくっておかなくても、要援護者への支援が実行される方法を
考える。

どうやって行うか
個別避難支援プランづくりが必要な場合と、必ずしも必要ではない場合を明らかにす
る。コミュニティ意識が希薄な場合には進める必要がある。コミュニティ意識が旺盛な
場合や、当事者が自分で対処資源を確保している場合にはプランづくりにこだわらなく
ともよいと仕訳する。

メリット
災害時だけでなくふだんからのコミュニティづくりや、いざというときの自助による
リスク管理の重要性を認識するとともに、現在から将来にわたって幸せに暮らす
ためには、必要となるものが明らかになる。
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災害時要援護者 2010.02.26

首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

「妙案ひらめき法」による対立解消

仮定
個人のプライバシーを保護しながら、かつ支援プラン作りを進めることは両立しない、
と思い込んでいる。

住民と行政の行動・要望対立
住民は匿名性を重視し、安心できる身内や専門家に助けてもらいたいと要望す
る。一方行政は災害時には公助は機能しないので、近隣者が個人情報を事前
に把握しておいてもらいたいと願っている。

解決策
個別避難支援プランをつくっておかなくても、要援護者への支援が実行される方法を
考える。

どうやって行うか
前もってネガティブプランを検討する。個人情報が流出しないようにするために欠かせ
ないことをリストアップし、それを満たしながら、個別避難支援プランづくりを進めるた
めの方策を検討する。

メリット
人はリスクにたいして万全な対処がなされているという安心感があれば、思い
切ったチャレンジができる
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災害時要援護者 2010.02.26

首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

なぜならば

なぜならば

地域 当事者 制度

1851

近所で人に死なれると寝
覚めが悪い

1852

コンパッション（人類愛）とし
て，人に死なれたくない（社
会的弱者）

1853

災害になると行政は人
手が足りない

1854

国がヤイノヤイノ言っ
てるから行政は地域に
働きかけをする

1855

行政は、メディア，政治
家などから批判される
ことはさけたい

1858

いざという時にどうなるか，
要援護者自身にイメージし
てもらったらどうだろう

1859

個人化・匿名性尊重した社会で
幸福・健康な生活を保障するシ
ステムを創る

1860

具体例：金はかかるが，徹底し
た警備システム

1861

災害時要援護者はあらかじめま
とまって，安全な場所に移住して
もらう

1862

集住の誘導 ケアハウスをバン
バン安全な場所に建設する，そ
の他：コレクティブ住宅グループ
ホーム

1863

わずらわしい人間関係に
巻き込まれたくない

1864

要援護者の存在を教えてくれる
人がいない

1865

要援護者の存在を知らな
い

1866

自分が支援できること求め
られていることを知らない

1867

地域以外に自分の立ち位
置がある

1868

（相手の行動）他人のプラ
イバシーに関わりたくない

1869

要援護者がいることを知ら
ない

1870

（他人）近所の人に関心が
ない

1871

近隣間のつながりが「希
薄」

1872

他人に弱みを握られたくな
い

1873

必要な助けを得られないことが
わかっているから

1874

専門の事業者がケアしてくれて
いる

1875

助けてくれる人がどんな人がわ
からないから

1876

（自分の意図・行動）自分のプラ
イバシーを他人に知られたくな
い

1877

近所に迷惑をかけたくない

1878

自分のプライバシーを守り
たい

1879

どんな助けを得られるかわから
ないから

1880

個人情報は守れなければ
ならない

1881

個人情報保護制度

1882

自宅介護者，重度の障害者の
位置が行政，地域，事業者で共
有されていない

1850（A:共通目標）
たとえ災害時でも、幸
福で健康的な生活を地
域で送りたい 1849（B:安心を確保）

たとえ災害時でも、安
心して頼れる専門家や
特定の人（家族・友人）
が助けなければならな
い

1848 （D:変えない）

都市の匿名性を尊重す
るためには、自分の弱
みを赤の他人に知られ
ないこと、他人事に関
わらないことが、前提と
なる

1846（D’:変える）

災害時に要援護者を支
援するためには、個別
避難支援プランを予め
作っておくことが前提と
なる

1847（C:チャレンジ）
災害直後から数日は
公助は働かないので、
共助や互助で乗り切ら
なければならない

災害時要援護者の規模推定

・首都直下地震暴露圏内に在住
する災害時要援護者の総数
•とりわけ要援護度の高い要援護
者数
・必要となる福祉避難所総数
・必要となるマンパワー総量（ス
タッフ・ライン）
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首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

暴露圏内災害時要援護者の総数の推定

神戸市要援護者台帳記載者＝12万人

神戸市総人口＝ 153万人
要援護者率＝8 %

合計 総人口 震度6弱 震度6強
埼玉県 6,961,950 2,899,861 392,019
千葉県 5,933,564 3,602,558 770,098
東京都 12,041,853 6,958,631 3,354,043
神奈川県 8,484,639 6,363,287 282,144
さいたま市 1,131,397 977,149 0
千葉市 884,593 756,731 111,648
横浜市 3,427,921 3,227,046 21,431
川崎市 1,251,906 944,092 260,713
計 25,729,355 5,192,096
推計要援護者数 2,017,989 407,223

暴露圏内人口推定は鈴木・林(2008)による
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災害時要援護者 2010.02.26

首都圏直下地震が引き起こす応急対応の新しい課題

暴露圏内災害時「高要援護度」者の総数の推定
コマファイ他(2008)による兵庫区災害時要援護者調査結果

•兵庫区ハザード暴露圏内要援護者台帳記載者（障がい者）数＝914名
•悉皆調査回答者数＝612名
•個人特性（障がい・介護度）、環境特性（住宅危険度）、人・環境相互作用
（社会的孤立度）の３要因からなる総合的要援護度が最も高いと判定され
た者＝612名中101名(17%)

合計 総人口 震度6弱 震度6強
埼玉県 6,961,950 2,899,861 392,019
千葉県 5,933,564 3,602,558 770,098
東京都 12,041,853 6,958,631 3,354,043
神奈川県 8,484,639 6,363,287 282,144
さいたま市 1,131,397 977,149 0
千葉市 884,593 756,731 111,648
横浜市 3,427,921 3,227,046 21,431
川崎市 1,251,906 944,092 260,713
計 25,729,355 5,192,096
推計要援護者数 2,017,989 407,223
推計高要援護者数 343,058 69,228

暴露圏内人口推定は鈴木・林(2008)による


